
ICRPパブリック
コメントの分析
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概要
•⼀般勧告の改訂プロセスへの利害関係者、特に
市⺠の関与を促進する対策を提案するために、
ICRP勧告に対するパブリックコメントを分析
• 2005年以降、ICRPは61件のパブリックコメン
トを実施、合計1613件のコメント投稿（平均
26.4件のコメント／公開草案）
• ICRP Publ. 146草案には308、続いてICRP Publ. 

103（2007GR）の第2草案と第1草案にはそれ
ぞれ217件と195件のコメント投稿



• コメント記録を開いて「組織」と「名前」から投稿者を
⼀般公衆（GP）かそうでないか（⾮GP）に分類
1135件の投稿者のうち268件が⼀般公衆、867件が⾮GP

• 146草稿には⼀般公衆から251件（全308投稿）のコメン
ト
• 103第1草案と第2草案には⼀般公衆からそれぞれ33件
（全217投稿）と23件（全195投稿）のコメント

• ICRP Publ. 146 草案が最も多くのコメントを受けたの
は、市⺠グループによる説明会開催、⽇本語翻訳公表に
よるものと考えられます｡また､市⺠グループからの要請
を受け， ICRPは同草稿に対しては､⽇本語のコメントを
受け⼊れた。184件が⽇本語で投稿。
• しかし、コメント数は多かったものの、⼀般公衆からの
批判的なコメントはICRP Publ. 146に⼗分に反映されな
かった←「やった振り」への貢献に留まっていいのか



0

50

100

150

200

250

300

52
(P

ub
l. 1

46
)

10
(P

ub
l.1

03
-2

)
1(

Pu
bl.

10
3-

1)
42

 T
he

 U
se

 of
 E

ffe
cti

ve
 D

os
e a

s a
43

 O
pe

rat
ion

al 
Qu

an
titi

es
 fo

r E
xt

9 T
he

 sc
op

e 
of 

ra
dio

log
ica

l p
ro

t
20

 E
du

ca
tio

n a
nd

 T
ra

ini
ng

7 O
pti

mi
sa

tio
n 

of 
ra

dio
log

ica
l p

24
 R

ad
iol

og
ica

l P
ro

tec
tio

n a
ga

ins
3 L

ow
-do

se
 E

xtr
ap

ola
tio

n 
of 

Ra
di

36
 D

iag
no

sti
c 

Re
fer

en
ce

 Le
ve

ls 
in

4 F
ou

nd
at

ion
 d

oc
s O

pti
mi

sa
tio

n;
53

 R
ad

iat
ion

 D
et

rim
en

t C
alc

ula
tio

15
 E

me
rge

nc
ies

8 D
os

im
et

ric
 q

ua
nt

itie
s

50
 R

ad
iat

ion
 W

eig
hti

ng
 fo

r R
efe

re
6 H

ea
lth

 ri
sk

s 
att

rib
ut

ab
le 

to 
r

25
 R

ad
iol

og
ica

l P
ro

tec
tio

n i
n G

eo
21

 E
arl

y a
nd

 la
te 

ef
fec

ts 
of

 ra
di

29
 P

rot
ec

tio
n o

f t
he

 E
nv

iro
nm

en
t

44
 E

thi
ca

l F
ou

nd
at

ion
s 

of 
the

 S
ys

62
 P

rac
tic

al 
As

pe
cts

 in
 O

pt
im

isa
t

14
 R

ad
iol

og
ica

l p
ro

te
cti

on
 in

 m
ed

38
 R

ad
iol

og
ica

l P
ro

tec
tio

n f
ro

m 
C

12
 R

efe
re

nc
e a

nim
al

s a
nd

 pl
an

ts
28

 A
ss

es
sm

en
t o

f R
ad

iat
ion

 E
xp

os
u

61
 R

ad
iol

og
ica

l p
ro

te
cti

on
 in

 S
ur

18
 IC

RP
 S

tat
em

en
t o

n R
ad

on
 A

ND
 L

u
5 R

ef
er

en
ce

 an
im

als
 a

nd
 pl

an
ts

34
 R

ad
iol

og
ica

l P
ro

tec
tio

n i
n C

on
22

 R
ad

iol
og

ica
l p

ro
te

cti
on

 in
 p

ae
26

 P
ati

en
t a

nd
 S

taf
f R

ad
iol

og
ica

l
13

 In
ter

pr
et

ati
on

 of
 b

ios
sa

y d
ata

17
 A

cc
ide

nta
l e

xp
os

ur
es

 in
 m

od
er

n
55

 R
ad

iol
og

ica
l P

ro
tec

tio
n i

n V
et

11
 M

ult
i-d

ete
cto

r c
om

pu
te

d t
om

og
r

19
 E

nv
iro

nm
en

ta
l P

ro
te

cti
on

 - 
Tr

a
41

 O
cc

up
at

ion
al 

Ra
dio

log
ica

l P
ro

t
58

 O
pt

im
isa

tio
n o

f R
ad

iol
og

ica
l P

27
 O

cc
up

at
ion

al 
In

tak
es

 o
f R

ad
ion

60
 D

os
e C

oe
ffic

ien
ts

 fo
r I

nta
ke

s
16

 R
eh

ab
ilit

ati
on

46
 D

os
e C

oe
ffic

ien
ts

 fo
r E

xte
rn

al
23

 R
ad

iol
og

ica
l P

ro
tec

tio
n i

n F
lu

31
 O

cc
up

at
ion

al 
In

tak
es

 o
f R

ad
ion

40
 O

cc
up

at
ion

al 
In

tak
es

 o
f R

ad
ion

30
 O

cc
up

at
ion

al 
In

tak
es

 o
f R

ad
ion

33
 R

ad
iol

og
ica

l P
ro

tec
tio

n i
n I

on
45

 R
ad

iol
og

ica
l P

ro
tec

tio
n i

n T
he

32
 R

ad
iol

og
ica

l P
ro

tec
tio

n i
n S

ec
35

 S
tem

 C
ell

 B
iol

og
y w

ith
 R

es
pe

ct
37

 T
he

 IC
RP

 C
om

pu
tat

ion
al 

Fr
am

ew
o

54
 C

an
ce

r R
isk

 fr
om

 E
xp

os
ur

e t
o P

2 H
um

an
 A

lim
en

tar
y T

ra
ct 

M
od

el
39

 D
os

e C
oe

ffic
ien

ts
 fo

r N
on

-h
um

a
48

 R
ad

iat
ion

 W
eig

hti
ng

 fo
r R

efe
re

56
 O

cc
up

at
ion

al 
Ra

dio
log

ica
l P

ro
t

47
 P

ae
dia

tric
 R

efe
re

nc
e C

om
pu

ta
ti

49
 R

ad
iol

og
ica

l P
ro

tec
tio

n f
ro

m 
N

51
 A

du
lt M

es
h-

typ
e R

ef
ere

nc
e C

om
p

57
 O

cc
up

at
ion

al 
In

tak
es

 o
f R

ad
ion

59
 S

pe
cif

ic 
Ab

so
rb

ed
 F

ra
cti

on
s f

o
Pa

ed
iat

ric
 M

es
h-

typ
e

# 
of

 C
om

m
en

ts

Comments by General Public

Comments by Non Genral Public

ICRPパブリックコメントのコメント数

一般公衆（GP)

（非GP)

一般公衆（GP)
が146草稿にたいして突出



• 注）⽇本語コメント184件のうち、38件には英語版が添付されていました。
•

投稿者の属
性

投稿者
数

コメント
数

投稿者あ
たりの平
均コメン
ト数

⽇本語
コメン
ト数

⼀般公衆
（GP）

268 325 1.21 183

⾮GP 867 1,288 1.49 1

合計 1,135 1,613 1.42 184

ポスターとコメントの記述統計



ICRP Publ. 146の草案に向けて投稿
された主な論点

例（*） 説明

（１）出版物の位置づけが不明瞭 基準値の変更がされたのならば、ICRP109と111の前提となるICRP103（2007年勧告）
も改訂されるべきです。Pub l.109と111の改訂は延期すべき。

（２）事実調査の⽋如
⽇本政府は放射線防護に関して
「体系的なアプローチ」を取らな
かった。

20 mSv/年の基準が事故後12年間維持されているのは、時間の経過とともに既存の被ば
くの基準レベルを下げるというICRPの勧告に反している。

（２）事実調査の⽋如
東京電⼒と⽇本政府の責任が軽
視されている

事故の責任は軽視され、会社と政府の責任は全国の住⺠や消費者に押し付けられている。

（２）事実調査の⽋如
「共同専⾨知識」の限界

この草案は、伊達市で収集された同意のない個⼈線量データを利⽤した科学者の不正⾏
為を無視している。共同専⾨家の有効性の証拠は、ロシャール（2019）や安東（2016、
2019）などの活動の参加者による主観的かつ定性的な説明のみに基づいている。勧告は、
第三者によって評価された定量的な研究に基づくべきである。

（３）⾮効率的な意思決定の枠組
み

草案では「動植物への影響」「⼼理的不安」「⽣活習慣の変化による健康への影響」な
どが追加されたが、これらを考慮に⼊れるための具体的な判断⽅法は⽰されておらず、
放射線被ばくの影響を過⼩評価する結果となっている。

（４）偏った引⽤と引⽤の誤解
各セクションの記述では、「2.2.5 精神的影響」では鈴⽊（2015）や前⽥（2017）など
福島に関する論⽂が引⽤されているが、「2.2.1.2 がんと遺伝性疾患」では福島に関す
る論⽂は引⽤されていない。

*ICRPがLNTモデルを採⽤してい
ることの明確化
LNTに関する最近の科学的事実の
無視

最近の疫学研究の調査で、NCRP (2018) は「⼤規模で強⼒な研究のほとんどが LNT モデ
ルを広く⽀持している。さらに、研究対象者の⼤多数は累積線量が 100 mGy 未満で
あった (NCRP 2018、p.6)」と結論付けました。緊急事態の基準レベルの上限を下げる必
要があります。他の基準レベルもそれに応じて下げる必要があります。

(*) 番号は下記ソースの説明に対応しています。



ISOのマルチステークホルダー
プロセスに関する参考事例

• 169 の国家標準化団体が加盟する⾮政府組織である国際標準
化機構 (ISO) は、組織の社会的責任に関するガイドライン: 
ISO 26000 の開発において、マルチステークホルダーアプ
ローチを採⽤。
• ワーキンググループには 6 つの利害関係者カテゴリが含まれ、

355 ⼈の専⾨家と 77 ⼈のオブザーバーで構成されている。
• SRに関する作業部会は、国家標準化団体のメンバーによっ
て指名された専⾨家とオブザーバーで構成されており、6つ
の異なる利害関係者カテゴリー（(1)産業界、(2)政府、(3)労
働者、(4)消費者、(5)NGO、(6)サービス、サポート、研究、
その他（ISO 2017））から構成。
• 2007年には、作業部会は72か国を代表する355⼈の専⾨家と

77⼈のオブザーバーで構成（Slob and Oonk 2007 次ページ
グラフ参照）。



• 利害関係者の⼒のバランスをとる「ツイン化」（すべてのリーダーシッ
プのポジションを、先進国の代表と発展途上国の代表によって共有）

• ISO はWG 構成に「ツイン化」を適⽤しました。つまり、すべてのリー
ダーシップのポジションは、先進国の代表と発展途上国の代表によって
共有されます。

• NGO の代表者は、ガイドラインの構成を決定するなど、WG に⼗分な貢
献をしました。

• 第2稿には5200件のコメントが投稿されました。
• 2008 年に開催されたサンティアゴ会議に先⽴ち、WG SR は、規格 (ISO 

2008) の第 4 作業草案の第 2 版に関して約 5,200 件のコメントを受け
取っていました。

• 英語はコミュニケーションの障害でした。開発途上国の代表の意⾒が全
体会議で⼗分に聞き⼊れられない状況となっている。

（Slob and Oonk 2007）

代議制の限界，
科学不信？
をのりこえる，
熟議の⼿段
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Cf. ⽇ 本 国
憲法，フラ
ンス⾰命な
どの市⺠⾰
命の説明か
ら始まるの
が ⽇ 本 の
「公⺠」

【参考】分断統治からの⺠主主義の⽴て直
しのために



• 2024年7⽉18⽇環境⼤⾂と新潟
⽔俣病患者団体との会合にての
やりとりメモから
津⽥：医学的根拠とは何か？
前⽥審議官（その後，環境保健部
⻑として福島「県⺠健康調査」検
討委員に）：査読論⽂です
津⽥：査読論⽂の結果が異なった
場合には？
前⽥：専⾨家を集めて議論しても
らいます

被害放置正当化のために医系技官
らによって，どんな専⾨家が集め
られているのか←御（誤）⽤学者
たち

市⺠参加，監視
がなぜ必要か

1 部売り定価( 税込み) 朝刊1 8 0 円善良 第3 澗使物駒ラ寡

新
潟
水
俣
病
被
害
者
環
境
相
と
の
懇
談
終
了

全
員
馨
へ
前
進
な
く

認
定
基
準
見
直
し
を
否
定

新
潟
水
俣
病
被
害
者
と
伊
藤
信
太
馨
欝
稿
と
の
懇
談
は
1
8
巳
2
日
間
の
日
程
を
終
え
た
被
害
者
側
が
望
む
患
者
認
定

の
基
準
見
直
し
を
否
定
す
る
な
ど
全
被
害
者
救
済
へ
大
き
く
動
く
こ
と
は
な
か
っ
た
伊
藤
氏
は
懇
談
後
、
新
潟
水
俣
病
に

対
し
て
「
国
に
責
任
が
あ
る
」
と
述
べ
た
も
の
の
、
懇
談
の
中
で
「
救
萱
と
い
う
曇
醸
使
わ
な
か
っ
た
。
今
後
開
か
れ
る

実
露
軍
書
協
議
で
彊
基
日
が
ど
こ
ま
で
救
済
に
踏
み
込
む
か
ば
不
達
讃

懇
談
は
熊
本
県
で
の
発
言
遮

断
問
題
を
受
け
た
も
の
。
新
潟
の
4
団
体
と
の
懇
談
で
最
も
多

か
っ
だ
声
が
、
水
俣
病
と
診
断

伊藤信太郎環境相と新潟水俣病悪書会との懇談。 2 日間
で計4 団体と話し合ったが、大きな前進はなかった= 1 8
日、新潟市中央区

さ
れ
な
が
ら
、
国
の
制
度
で
救

済
さ
れ
て
い
な
い
人
た
ち
へ
の

対
応
だ
っ
た
。
国
の
基
準
で
患

者
認
定
さ
れ
な
か
っ
た
人
が
司

法
判
断
で
認
め
ら
れ
る
ケ
ー
ス

が
相
次
い
で
い
る
か
ら
だ
。

1
 
7
日
の
懇
談
に
出
席
し
た
新

潟
水
俣
病
阿
賀
野
患
者
会
の
男

性
(
7
5
)
=
阿
賀
野
市
=
も
そ
の

一
人
。
新
潟
水
俣
病
第
5
次
訴

訟
の
星
口
で
、
4
月
の
新
潟
地

裁
判
決
で
は
、
阿
賀
野
川
の
魚

を
多
食
し
た
こ
と
で
メ
チ
ル
水

銀
に
暴
露
し
、
そ
れ
に
よ
る
症

状
も
あ
る
と
し
て
、
水
俣
病
認

定
さ
れ
た
。

一
方
、
国
の
基
準
に
基
づ
く

認
定
制
度
で
は
過
去
2
回
、
発

症
す
る
ほ
ど
の
メ
チ
ル
水
銀
暴

露
は
な
い
と
さ
れ
、
認
定
さ
れ

な
か
っ
た
。
懇
談
で
そ
の
理
由

を
問
う
男
性
に
、
伊
藤
氏
は
「
行

政
府
の
立
場
と
し
て
は
司
法
の

判
断
に
つ
い
て
は
コ
メ
ン
ト
は

避
け
た
い
」
と
か
わ
し
た
。

1
8
日
の
懇
談
で
は
、
新
潟
水

俣
病
患
者
会
が
過
去
の
司
法
判

断
で
、
原
告
の
7
3
%
が
水
俣
病

と
認
め
ら
れ
た
と
し
、
認
定
基

準
の
見
直
し
を
強
く
求
め
だ

が
、
伊
藤
氏
は
「
過
去
の
曇
同

裁
判
決
で
も
認
定
基
準
は
否
定

さ
れ
て
い
な
い
」
と
従
来
通
り

の
見
解
を
述
べ
、
見
直
し
を
否

定
し
た
。

被
害
拡
大
「
国
の
責
任
あ
る
」

懇
談
後
の
伊
藤
信
太
郎
彊
稀
と
報
道
陣

と
の
主
な
や
り
と
り
は
次
の
通
り
。

-
新
潟
水
俣
病
の
公
式
確
認
は
熊
本
の
9

年
後
。
国
の
責
任
に
つ
い
て
の
考
え
は
。

国
の
責
任
は
あ
る
と
思
う
。
原
因
企
業
の

責
任
は
あ
る
が
、
同
時
に
国
に
責
任
が
あ
る
。

環
境
省
が
で
き
る
堅
剛
の
話
に
な
る
が
、
そ

れ
を
引
き
継
い
で
い
る
。

-
新
潟
水
俣
病
の
発
生
に
対
し
て
国
の
責

任
が
あ
る
と
考
え
る
の
か
。

発
生
と
い
う
よ
り
、
新
潟
水
俣
病
が
広
が

っ
た
こ
と
に
対
し
て
。
も
う
少
し
早
く
初
動

対
応
で
き
れ
ば
、
広
が
ら
な
か
っ
た
の
で
は

環境相懇談後一問一答
な
い
か
。

-
4
月
の
新
潟
地
裁
判
決
で
国
の
責
任
は

認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
そ
れ
で
も
国
に
責
任

が
あ
る
と
考
え
る
か
。

司
法
の
場
で
問
わ
れ
て
い
る
の
は
法
的
責

任
。
広
い
意
味
で
の
責
任
は
あ
る
と
思
う
が
、

司
法
の
判
断
は
大
事
だ
。

-
大
臣
の
考
え
る
解
決
策
の
中
に
、
裁
判

の
原
告
を
救
済
す
る
こ
と
も
入
る
の
か
。

今
後
、
実
務
担
当
者
協
議
の
議
題
と
し
て

上
が
っ
て
く
る
だ
ろ
う
。
こ
れ
か
ら
の
議
論

の
積
み
重
ね
の
中
で
、
し
っ
か
り
実
務
的
に

進
め
て
い
く
。

一
方
で
、
伊
藤
氏
は
1
8
日
の

懇
談
終
了
後
、
報
道
陣
に
九
州

の
水
俣
病
の
9
年
後
に
公
式
確

認
さ
れ
た
新
潟
水
俣
病
に
つ
い

て
「
国
の
責
任
は
あ
る
と
思
う
」

と
述
べ
、
「
も
う
少
し
早
く
初

動
が
取
れ
れ
ば
、
こ
う
い
う
広

が
り
は
な
か
っ
た
の
で
は
な
い

か
」
と
の
見
解
を
示
し
た
。

司
法
の
場
で
、
新
潟
水
俣
病

に
対
す
る
国
の
発
生
・
拡
大
責

任
は
認
め
ら
れ
た
例
は
な
い
。

伊
藤
氏
は
「
広
い
意
味
で
の
責

任
は
あ
る
」
と
し
つ
つ
、
司
法

判
断
は
大
事
だ
と
も
述
べ
た
。

で
醗
繋
簸
軍

第
5
次
訴
訟
匿
団
長
の
皆
川

栄
一
さ
ん
(
組
)
=
阿
賀
町
=
は

始
ま
る

ど
こ
ま

被
害
者
側
は
高
齢
化
し
、
判

決
の
確
定
を
待
っ
て
は
い
ら
れ

な
い
の
ぶ
実
情
だ
。
8
月
に
も

藷
当
者
協
議
を
、

込
ん
だ
内
容
に

一
1
 
8
日
、
取
材
に
対
し
「
(
伊
藤

氏
の
)
国
に
責
任
が
あ
る
と
い

う
発
言
は
、
今
後
の
新
し
い
救

済
策
に
も
つ
な
が
っ
て
く
る
の

で
は
な
い
か
」
と
前
向
き
に
捉

え
た
。

症
状
「
他
の
病
気
で
は
な
い
」

鶉
鑑
訴
訟
証
人
尋
問
で
主
治
医

水
俣
病
特
有
の
症
状
が
あ
る

と
診
断
さ
れ
な
が
ら
患
者
認

定
を
棄
却
さ
れ
た
と
し
て
、
新

潟
市
と
阿
賀
野
市
に
住
む
男
女

が
県
と
新
潟
市
を
相
手
取
り
、

棄
却
の
取
り
消
し
と
認
定
義
務

付
け
を
求
め
た
新
潟
水
俣
病
第

2
次
行
政
認
定
訴
訟
の
証
人
尋

問
が
1
8
日
、
新
潟
地
裁
(
鈴
木

雄
聾
で
あ
っ
た
。
原

告
主
治
医
の
斎
藤
僅
医
師
が
原

告
側
証
人
と
し
て
、
症
状
は
他

の
病
気
に
よ
る
も
の
で
は
な

く
、
水
俣
病
で
あ
る
と
証
言

し
た
。

こ
の
日
の
尋
問
は
、
星
口
8

人
中
3
人
の
診
断
を
対
象
に
実

施
し
た
。

主
尋
問
で
は
感
覚
障
害
を

は
じ
め
と
し
た
原
告
の
症
状
と

既
往
症
と
の
関
係
性
な
ど
を

尋
ね
た
。
「
感
覚
障
害
は
潜
尿

病
に
よ
る
も
の
で
な
い
の
か
」

と
の
問
い
に
斎
藤
医
師
は
「
四

肢
と
も
に
障
壁
最
起
こ
る
水
俣

病
の
よ
う
な
症
状
は
、
糖
尿
病

で
は
あ
り
得
な
い
」
と
説
明

し
た
。

反
対
尋
問
で
は
被
告
側
が
、

阿
賀
野
川
の
魚
を
ど
の
程
度
食

べ
た
か
に
関
す
る
星
口
ら
の
証

言
が
一
貫
し
て
い
な
い
な
ど
と

指
摘
。
斎
藤
医
師
は
「
行
政
の

調
査
や
魚
を
食
べ
さ
せ
た
親
が

い
る
場
で
は
、
気
を
遭
っ
て
本

当
の
こ
と
を
言
わ
な
い
人
が
少

な
く
な
い
」
と
反
論
し
た
。

次
回
期
日
は
9
鼻
白
。



鈴⽊元：アイソトープニュース2⽉号（2021）

先⾏版（2020報告書）公表前，デー
タ提供側から「⼤幅に低くなる」と

国際医療福祉⼤学⼤学院教授
略歴（⼤学サイトから）
• S60-H11放医研・障害臨床
部（旧科技庁）

• H12-17放影研・臨床研究
部⻑主席研究員

• H17-21年国⽴保健医療科
学院⽣活環境部⻑（厚労
省）

• H21から国福⼤クリニック
教授

• H12-23年原⼦⼒安全委員
会緊急事態応急対策調査員

• H24年-原⼦⼒規制委員会
緊急事態応急対策委員

そのほか：⻑崎被爆体験者訴
訟被告（政府）側証⼈/福島
「県⺠健康調査」検討委員会
甲状腺検査評価部会⻑

https://www.jrias.or.jp/pdf/2102_TRACER_SUZUKI.pdf

https://www.jrias.or.jp/pdf/2102_TRACER_SUZUKI.pdf


放射線の人体影響についての意見書 

平成２２年１１月３０日 

 

 

国際医療福祉大学クリニック教授 

広島大学 原爆放射線医科学研究所 客員教授 

鈴木 元 
 

 

 

放射線医学総合研究所  

緊急被ばく医療研究センター センター長 

明石 真言 

 

大分県立看護科学大学 人間科学講座研究室 教授 

ICRP 第４専門委員会委員 

甲斐 倫明 

 

広島大学 原爆放射線医科学研究所長 

緊急被ばく医療推進センター長 広島大学教授 

神谷 研二 

 

大分県立看護科学大学長 

元東京大学大学院 助教授 

草間 朋子 

 

放射線医学総合研究所 放射線防護研究センター センター長 

ICRP 第５専門委員会 委員 

酒井 一夫 

 

 

 
 ⻑崎被爆体験者訴訟連名鈴⽊元意⾒書

共著者19名の50⾳順先頭が明⽯眞⾔⽒

2017年11⽉30⽇第8回「県⺠健康調査」検討委員会
「甲状腺検査評価部会」から鈴⽊元⽒福島登場



⻑崎被爆体験者訴訟提訴2007年，第1陣原告敗訴判決2012年（鈴⽊元被告側証⼈）
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検査2巡⽬（本格検査1回⽬）で地域差
が明瞭になったところで，甲状腺検査
評価部会は部会⻑が清⽔⼀雄⽒（甲状
腺がん専⾨医）から鈴⽊元⽒に交代。 https://doi.org/10.5363/tits.25.3_34

https://doi.org/10.5363/tits.25.3_34


林：いずれの解析においても量反応
関係はみられないとしていますが，
グラフ5の13，5の10では，UNSCEAR
の放射線量と発⾒率とのあいだに負
の相関，量反応関係をみつけた。…
負の相関をみつけるというまちがっ
た解析によるまちがった結論が県に
あがってよいのか。深刻なまちがい
だと思いますが。

星北⽃座⻑：部会⻑からご発⾔お願
いします。

鈴⽊元部会⻑：はい。ここで解析し
ているのは線量に応じてリスクがあ
がるかどうか，これをみています。
その意味では，この仮説は否定され
ていると解釈しています。まだ交絡
因⼦とか⼗分に調整できない場合と
か，バイチャンスでちがうところが
下がってくるとかありますので，そ
こはこの限定的な解析で評価をだし
たということです。
2019年7⽉8⽇検討委員会後会⾒にて



第45回「県⺠健康調査」検討
委員会（2022年9⽉1⽇）資
料から

2023年福島県⽴医科⼤学 「県⺠健康調査」国際シンポジウム
h"ps://'ms.jp/symposium/2023/
でも，上記グラフはスライドで公表されたが：
このスライドの著作権は、講演の発表者本⼈に帰属します(図表等の引
⽤箇所は除く)。如何なる国・地域においても、また紙媒体やイン
ターネット・電⼦データなど形態に関わらず、スライドの全部または
⼀部を無断で複製、転載、配布、送信、放送、貸与、翻訳、販売、変
造、⼆次的著作物を作成すること等は、固く禁⽌します。

正の相関がみつかると
「統計的に有意ではない」
「バイチャンス」（たまた
ま）だ

https://fhms.jp/symposium/2023/
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V. ATMOSPHERIC TRANSPORT, DISPERSION AND DEPOSITION 
MODELLING: RESULTS FOR CONCENTRATIONS OF 
RADIONUCLIDES IN THE AIR 

10. Figures A-9.I to A-9.IV (left side: local model, right side: regional model) show the 
calculated time-integrated concentrations of 131I (total of all three forms), 132Te, 134Cs and 137Cs 
in air for the period from 11 March to 31 March 2011, as derived from the time-dependent air 
concentrations calculated by the ATDM of [Terada et al., 2020]. These maps demonstrate that a 
significant proportion of the releases of radionuclides to atmosphere were dispersed over the 
ocean. 

Figure A-9.I. Time-integrated concentration of total 131I in air for the period from 11 March to 
31 March 2011, derived from the atmospheric transport, dispersion and deposition modelling 
results of [Terada et al., 2020] 
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Figure A-9.VIII. Concentration in air for 131I (time-integrated) estimated from deposition 
measurements using the deposition scaling approach 

 

 ANNEX B, ATTACHMENT A-9: ATMOSPHERIC TRANSPORT, DISPERSION AND DEPOSITION MODELLING … 17 

Figure A-9.VIII. Concentration in air for 131I (time-integrated) estimated from deposition 
measurements using the deposition scaling approach 

 

福島市

福島第
⼀原発

浪江町
津島

飯舘村

気象モデルに被曝量過⼩評価させた核⼼
—ただよった放射性ヨウ素の全量（時間累積濃度）UNSCEAR報告書⼆つの推定値
気象モデル（ATDM）の結果は過⼩評価が
顕著（浪江，飯舘などの避難指⽰地域は
この⼩さい値のまま被曝量推定に使⽤）

⽂部科学省による放射性ヨウ素131沈着
量実測値をもとにした推定値（⾮避難指
⽰地域での被曝量推定に使⽤）

⿊川眞⼀⽒資料



UNSCEARが採用しているATDMによる避難地域
の大気中ヨウ素濃度は数十分の１の過小評価

11 1312 1817161514 19 20 21 22 233月
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大
気
中
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放
射
性
ヨ
ウ
素
濃
度

日

福島県中通りのモ
ニタリング・ポスト
から推定される第1
プルームのピーク

茨城県のモニタリン
グ・ポストから推定さ
れる中通りの値

避難地域ではATDMのみを用いて、
大気中のヨウ素濃度を推定する

ATDMモデ
ル

ATDMモデルはSPMの濾紙による大気
中セシウム濃度を採用、２つのピークの
比は１：５

ATDMによる避難地域の大気中ヨウ素濃度

第1プルームについて、平山論文の福

島県中通りのモニタリング・ポストの
空間線量率から推定される２つ方法
によるピークの比は９：１

福島県中通りを第1と第2と二つの
大きなプルームが通過した

(濾紙が3/15-16のプルームの10μm
といった大きなセシウムを含んだ粒

子を補足できていない可能性がある)

ATDMは3月15-16日のプルームが通過した、原発から西北にある地域(津島や飯館
村）と中通りのセシウムとヨウ素の沈着濃度を数分の１から数十分の１に過小評価

郡山および会津北部のセシウムの沈着速度100 cm/s といった矛盾が生じている



⽇本⼈作業グループからの情報を
もとに専⾨家タスクグループが詳
細な分析を実施
• 5. …⽂献のレビューは、⽇本からの科学専⾨
家のグループ（⽇本⼈作業グループ）の⽀援と
2名のシニアテクニカルアドバイザーおよび3
名のプロジェクトマネージャーの指導の下、科
学の専⾨家のグループ（専⾨家グループ）によ
り実施された。詳細な分析は、専⾨家グループ
の関係メンバーの指揮の下、⽇本⼈作業グルー
プの関係メンバーが関与しながら、その⽬的の
ために設置された専⾨家タスクグループにより
⾏われた。…

報告書作成費⽤は，⽇本政府（外務省）予算7000万円による（開⽰⽂書あり）
⽇本政府は，広島・⻑崎・ビキニ被爆者の被害を⼀部しか認めていない



｢国連」科学委員会といっても放
医研，放影研研究者ら
１．⽇本作業グループメンバー（UNSCEAR直轄）
⽇本の論⽂やデータ収集提供し，技術的アドバイス実施
放医研：明⽯眞⾔※，⾚⽻惠⼀，⻘野⾠雄（福島再⽣⽀援
研究本部）
JAEA：茅野（理事），放影研：⼩笹晃太郎
※明⽯眞⾔⽒はUNSCEARの上級技術顧問
２．UNSCEAR 67回会合（2020年11⽉開催：2020報告書の
最終的な決定）の参加者
放医研：中野隆史，明⽯真⾔，神⽥玲⼦，放影研１名（た
ぶん⼩笹晃太郎）
他に放医研から4名，広島⼤から1名の計9名参加

⽥⼝茂⽒による放医研へ情報開⽰請求によって構成が判明
国内外の構成員など，詳細は⽥⼝⽒ブログ参照：
https://nimosaku.blog.ss-blog.jp/2022-06-28



鈴⽊元：アイソトープニュース2⽉号（2021）

放射性物質の⼤気拡散気象シ
ミュレーション（ATDM）の鈴⽊
元代表とする環境省研究費の成
果が寺⽥ら論⽂（2020）。
利益相反なしとしているいっぽ
う，環境省の研究費だと明⽰。



https://synodos.jp/fukushima-report/21606/

「岡⼭⼤学の津⽥（津⽥敏秀・
岡⼭⼤学教授）さんという⼈が
「福島第⼀原発事故による放射
線の影響で福島の⼦どもに甲状
腺がんが増えている」という趣
旨の論⽂を出しました。これは
科学的に不⾜がある研究にもと
づいて書かれた論⽂なので、科
学的なクオリティとしては採⽤
に値しません。

このように「社会的に影響が
⼤きいにも関わらず、科学的に
⼿法が適切ではない論⽂」をき
ちんと批判するということは⾮
常に重要なことです」

「社会的に影響が⼤きいにも関わらず、
科学的に⼿法が適切ではない論⽂」をき
ちんと批判するということは⾮常に重要

https://synodos.jp/fukushima-report/21606/


まとめにかえて
• 基本勧告の利害関係者には、産業界、放射線作業者、規制当
局、政府、患者、⼀般公衆など、さまざまな関係者が含まれ
ている。
• 複数の⾔語でコメントを受け付けることで、ICRP の勧告に
対する⼀般市⺠の関与が促進されます。ISO26000開発プロ
セスのケーススタディで説明されているように、サンティ
アゴ会議では 5200 件のコメント。
• これまでの ICRP パブリックコメントでは、市⺠の意⾒が反
映されることは限られていた。ICRP 2007 は、ICRP の主要委
員 14 名 (ICRP 2007) または放射線防護関連分野の専⾨家が作
成。他の出版物も同様。初期段階から複数の利害関係者、特
に市⺠または市⺠グループを関与させることは、ICRP Publ. 
103 および ICRP Publ. 146 で強調されている「利害関係者の
関与」の理念に適合しているはずだが、まだ「やった振り」。
• 消費者やNGOの発⾔⼒が無視されないように、連携プロセス
を採⽤する必要があり、英語圏以外の参加者への配慮も確実
に⾏う必要がある。


